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カーボンニュートラルに向けた
これからの住宅・建築の役割
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１．脱炭素社会の定義・電力システムの課題

脱炭素社会がどのようなものなのかを説明する考え方として茅恒等
式というものがあります。これは、長らく世界中で、IPCC 等で使
われてきた考え方で、CO2 排出量というものは、いくつかの分数＝
項に分解できるものとし、人口増や一人当たりの経済活動の活発化、
経済活動あたりのエネルギー消費量増によって CO2 排出量が増え、
エネルギー消費あたりの CO2 発生量によって CO2 排出量が変わる
ことを示しています。

可能ではない、ということです。やはり省エネの部分もしっかりと
みていかなければならない、と考えています。
そこで私は、先ほどの式を、このようにカーボンフリーエネルギー
とエネルギー需要が釣り合った社会をつくるべきだ、というふうに
解釈し直しました。
この式には 2 つの意味があると思っています。
この式が、一年間合計のエネルギーに対して成立する場合、それは
脱炭素の条件が達成されたということになります。

電力については、これまでは需要家を束ねた電力需要に対して（旧）
一般電力事業者が安定した需給制御を行ってきたので、需要家とし
ての住宅や建築では何も考慮しなくても必要な需要を電力供給側が
保証されていました。ところが分散型電源、とくに太陽光発電や風
力発電が増えてくることによって供給側が不安定化してきます。ま
た電力が自由化されたため、一年にわずかしか使わない火力発電が
経営上無駄になり、余剰電源が減って調整力がなくなってきたとい
う問題があります。
それによって、周波数の問題と配電系統における電圧コントロール
の問題が出てきています。
周波数維持の問題というのは、電力システムは常に需要と供給のバ
ランスがとれている必要があります。同時同量といいます。

これまでの低炭素を目指す社会では、左側の 2 つの項（CO2 発生量
／エネルギー消費、エネルギー消費／総生産）、つまり経済活動あ
たりのエネルギー消費量を技術的な省エネルギーや CO2 を排出し
ないような経済構造構造への転換などによって如何に下げていくか
ということと、例えば再生可能エネルギーや原子力発電等 CO2 の
出ない電源を使っていくことによってエネルギー消費あたりの CO2
発生量を減らしていくことで、例えば省エネで 30％減らし、エネ
ルギー消費あたりの CO2 排出量を 30％減らすと、7 割× 7 割で約
半分になる。
こういったことを論じるために使われてきた式です。
ところが 2050 年までにカーボンフリー、脱炭素という方向性が打
ち出され、この全体をゼロにすることになった途端、『CO2 発生量
／エネルギー消費』だけが注目され、この部分をゼロにしなけれ
ば脱炭素にはならないということで、再生可能エネルギー等 100％
カーボンフリーのエネルギーだけが着目されてしまうきらいがあり
ます。
安価な再生可能エネルギーが普及すれば、省エネやそれより右側の
項の部分は何も考えなくていい、ということになりがちですが、こ
れまでの歴史が示してきたことは、大量生産・大量消費社会は持続

それから、電力システムの中に太陽光発電や風力発電のような変動
性の再生可能エネルギーが増えてきた場合には、その瞬時瞬時でエ
ネルギー供給とエネルギー需要が釣り合っているという必要があり
ます。そのためには、エネルギー需要の方も時々刻々、必要なサー
ビスを満たしながら変化させていく必要があります。

平常状態では、電源（原子力、再エネ、火力）がバランスしている
状態になるように需要が増減すれば、供給側は主に火力を増減させ
ることによって調整が図られてきました。ところが再エネがふえて
くると、例えば晴れた日の昼間で、かつ休日で需要が少ない場合に
は、供給側が過剰になってしまい、火力発電を下げようにもこれ以
上は下げられない、という状況が起こってきます。原子力発電は調
整できない電源なので、こうした状況に至ってしまうと調整できず、
多くの場合再エネの余剰電力を捨てるということをしなければなら
ないわけです。
需要側も時間的に変動し、再エネも変動します。この変動が大きく
なると火力で調整することが難しくなってきます。供給側だけで変
動を調整することができず、需要側に協力してもらわないといけな
いということが起こってきます。
さらに配電線の問題があります。配電用変電所が、各住宅に送る電
圧を 95 ～ 107V におさまるように調整しています。以前は送り出
しを調整すれば、あとは使うだけなので電圧がどんどん下がるだけ
で調整しやすかったわけですが、最近は太陽光発電が増え、余った
電力を系統に売電されるため、その地点の電圧が高くないと電気が
送り出せなくなります。勝手に末端の電圧が変動して 107V を維持
できなくなると、ある部分の太陽光発電は、発電しているのに出力
抑制しなければならなくなるなど、いろいろな問題が配電線の中で
起きてくることになります。
RE100 という言葉をよくお聞きになったことがあると思います。
RE100 は、事業で使用する電力の再生可能エネルギー 100％を約束
するもので、2030 年が目標です。世界で 260 社以上、日本では 43
社（令和 3 年 1 月時点）が参加しています。
EP100 は、事業のエネルギー効率を倍増させるということで、同じ
事業活動規模だと省エネを 50% 行うということになります。世界
では 100 社以上、日本は 3 社が参加しています。

EV100 は、企業の活動部門の中の輸送部分の電化を行うというもの
で、世界で 100 社以上、日本では 5 社が参加しています。
このように RE100 に注目が集まっており、省エネや電化には注目
が集まっていないということがこれまでの現状です。現在では、EV
にかなり注目が集まってきましたが、省エネについてはなかなか注
目されないのではないかと思っています。

今日お話しすることの主題は、この 3 つのイニシアティブで、再生
可能エネルギーを増やすということ、省エネルギーを進展させると
いうこと、モビリティを電化するということ、の 3 つが脱炭素社会
を達成するための 3 本柱でもあります。
この 3 つの内容について、住宅・建築に与える影響とその対処の方
法について、これからお話ししたいと思います。

２．再生可能エネルギーの大規模普及が住宅・建築に与える影響

再生可能エネルギーと住宅・建築というと、太陽光発電が頭に浮か
ぶと思います。
価格的にもかなり手頃になってきました。とくに住宅に着目すると、
住宅用の電力小売価格との競争になるので、太陽光発電を入れると
補助がなくても何年か後には収益がプラスになるというところまで
になってきています。
ただ、バイオマスの熱利用（ペレットストーブのようなもの）、最
近では見かけなくなってきた太陽熱利用などがもう少し大事になっ
てくるだろう。というのは、電力以外で熱を再生可能エネルギーで
利用するということは、電化が進行してきたときに、特に冬の電力
ピークを押し下げる効果がある。これから冬の電力需給が厳しく
なってくるときに、電力に拠らない暖房は大事だと考えています。
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され、それを燃やしてエネルギーとして使う。そのときに出てき
た CO2 を CCS で地中に埋めてしまうことができれば、大気中から
CO2 を吸い込んでエネルギーを取り出した上に、その CO2 は全部
地中に埋めるということが可能になるわけです。
これは現状の技術レベルから考えると非常に難しい技術であり、こ
れからのイノベーションが必要であり、またそれだけの大量の作物
の栽培による食料生産の可能性や大量の CO2 を地中に埋めるため
の合意など、様々な課題があります。
残り一つのシナリオは、BECCS を必要とせず、省エネだけで 1.5℃
を達成するシナリオです。
そのシナリオには、Quality of Life の充実、都市化、革新的なエネル
ギーサービス、最終需要家の役割の変容、情報革新の 5 つのドライ
バーで省エネルギーが達成されるということが示されています。
とくにエネルギーサービス、エネルギーを使って何をしようとして
いるのかということにしっかりと着目して、できるだけ低炭素かつ
簡易な技術でエネルギーサービスを達成することを目指していま
す。その省エネルギーがデジタル化やシェアリングエコノミー、電
化によってもたらされるということが示されています。

最近注目されているのは、ペロブスカイト太陽電池です。これは日
本で発明された電池で、変換効率が高くかつ低温で容易に作成でき、
軽量でフレキシブルなので、曲面などシリコン系太陽電池では困難
なところにも設置することが可能だといわれています。
ただ日本の住宅の街並みを見ると、この風景のどこに太陽電池を置
けるのかというと、高い建物と低い建物が混在して影がたくさんで
きそうだ、とか、そもそも十分な屋根の面積がないといった様々な
問題があります。
都心部でみると、これは大阪の中心部を撮影した写真ですが、ほと
んど屋根がありません。太陽電池を置くところがないので、私は、
本来は脱炭素社会を迎えるためには、こういう街並み自体を考えて
いく必要があると考えています。

んなサービスを要求するかによって決まります。機器の効率は、ど
んな機器を何台持っているか、その性能がどうかということについ
て問うことで決まります。冷暖房負荷は、気象条件と建物の性能や
広さに関係してきます。
これらによってエネルギー消費が決まり、家の中にあるすべての機
器を足し合わせると建物のエネルギー消費になり、それを地域の建
物全部について足し合わせると地域のエネルギー消費になる、とい
うメカニズムです。
この一つひとつを丁寧にモデル化してシミュレーションしようとい
うことを研究しています。

家庭用のエネルギーエンドユースモデルとして「TREES」というモ
デルを使っています。
このモデルでは、日本にある 5,300 万世帯を都道府県別に分けた後
に、その 0.03％を抽出し、その一軒一軒について世帯の属性（何人
住んでいる、どんな家に住んでいるか）を決めます。そして、先ほ
ど説明したメカニズムでシミュレーションすることによってエネル
ギー消費を求め、それを合計すると国全体のエネルギー消費がわか
ります。

３．住宅における大規模な省エネルギー

次に省エネルギーの話しをしたいと思います。
ゼロエミッションを語るときに、ともすれば省エネルギーはどうで
もよく、太陽光発電や原子力をどれくらいの比率で入れるのかとい
う議論になりがちで、この 1 年ぐらいカーボンニュートラルを巡っ
て行われてきた議論も、ほとんど電源構成の話しでした。しかし実
際には、再生可能エネルギーの割合を上げていくためにも需要側の
省エネルギーが大事だと考えています。
今の日本の再生可能エネルギーの普及率は 20％弱です。ただ、エ
ネルギー効率が倍、すなわち日本全体のエネルギー消費を半分にす
ることができれば、それだけで再生可能エネルギーを変えなくても
40％になります。そのうえで、再生可能エネルギーを倍にすること
ができれば 80％になり、2050 年に目指すところに着地するのでは
ないか、と考えています。
既に太陽光発電については、国土面積当たりの太陽光発電の普及率
では日本が世界一になっているので、それだけ太陽光発電を設置す
る場所がなくなってきているわけです。ですから、やはり需要を下
げ、それに合わせていくということが大事です。

もう一つの話しとして、IPCC1.5℃報告書というものが 2018 年に出
されています。その前の 2014 年ごろに出された 5 次報告書までは、
1.5℃シナリオは実現不可能だとされてきていました。それがパリ
協定で “ できれば 1.5℃を目指したい ” ということで IPCC が 1.5℃の
シナリオを出しました。
4 つのシナリオのうち 3 つのシナリオには、BECCS といわれるバイ
オエネルギーを使った CCS が示されています。広大な土地にエネ
ルギーとして使う作物を栽培し、その時点で大気から CO2 が固定

我々の研究の内容を紹介します。まず、エネルギー需要というもの
がどのようなメカニズムでできているかということを詳細に見てい
きます。
家庭のエネルギー需要がどのように求められるかというと、様々な
機器が On-Off にあるかどうか、その時の効率、電力消費がどれく
らいか、冷暖房についてはどれくらいの負荷がかかっているか、こ
れらの要因が問題になります。
機器の On-Off は、人間の行動スケジュールとその行動のときにど

家一軒ごとの計算内容を説
明すると、例えば 4 人家族
で一日の活動を設定したス
ケジュールに従って行い、
それによって家にある機器
のエネルギー消費の分布が
わかります。それから、各
機器の電力消費の特性を重
ね合わせると、一軒ごとの
エネルギー消費が求めら
れ、それを合計していけば
よい、ということになりま
す。
今のところ我々の計算結
果は、国が出しているもの
より少し小さくなってい
ますが、環境省が行ってい
る家庭用 CO2 統計と比較
するとそれほど差はなく、
地方別の平均値、集合住宅と戸建住宅の居住人員別の違いのいずれ
も割ときれいに国の統計を追うことができています。
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1200 件ほどのスマートメーターの計測データと比較すると、中間
期ではかなりいい感じで電力消費が追えていますし、夏季の気温の
上昇による冷房の電力需要の上昇も、良く追えているので、そこそ
この精度があると考えています。
このデータを使って、例えば日本全体でどの機器がどれだけエネル
ギーを使っているかを見るとグラフのような割合になっていて、冷
房 5％、暖房 24％、給湯 25％、照明 8％、冷蔵庫 12％ということで、
冷蔵庫が結構多いと思っています。
この冷蔵庫の中には、一家に 2 台持っている人の 2 台目の冷蔵庫が
2％ぐらいあるので、そういう機器の削減ということもこれから一
つのテーマになってくるのではないかと考えています。

2050 年に住宅部門でゼロエミッションを達成するために、鍵となる
のは暖房と給湯であると考えています。暖房はこれまで言われてき
たとおり建物を高断熱とすることである程度進展し、断熱対策の徹
底は既存技術で効果があるのに対し、給湯は効率を向上させる必要
があり、ここはもう少しいろいろな工夫が必要ではないかと考えて
います。
ゼロエミッションシナリオの計算結果を使って、先ほどの LED シナ
リオに書かれている一軒あたりのエネルギー消費量と比べると、整
合性のある結果が出ています。ですから世界で求められている 1.5℃
達成のためには、この程度の省エネをすることが必須だと思ってい
ます。
業務部門についても我々の研究室で別のモデルを使って評価してい
ますが、50％程度の省エネは 2050 年までには可能だと考えています。

ですからいろいろな政策をうつことで、住宅と業務部門のエネル
ギー消費を半分にすることは、建築分野としては目標にすべきライ
ンだと考えています。

４．電力システムと住宅・建築の協調

住宅と建築が使っているエネルギーは電気と燃料です。燃料の都市
ガス、LPG、灯油は現状ではすべて化石由来ですから、脱炭素とい
うことでいうと今のままのこの燃料は使えないということになりま
す。
一つは電化があり、電力の方で再エネや原子力などによって脱炭素
化が進んでいけば全体として脱炭素化になるわけです。ただ、電化
が需要側で進み、供給側の変動性の再エネが増えていくと、需給の
ギャップが出てきます。そうするとそれを貯める手段として、グリー
ン水素が出てきます。あるいは化石由来の燃料から CCS で CO2 を
除いたブルー／グリーン水素が出てきます。今は Power-to-gas と
いう形で出てきた水素を都市ガスの配管の中に混ぜたりすることな
どが考えられています。
今後は、メタネーション（水素に CO2 を付加してメタンとして都
市ガスと同じように使う）やバイオマスからメタン系の燃料を作っ
たりバイオチップを使うということが考えられます。
燃料側についてはいろいろイノベーションが必要なところもありま
すが、燃料ならではのサービスとして調理のような高温の加熱、冬
季のピーク電力の削減ということがあります。
また電力系統のバックアップも大事な課題としてあり、今後温暖化
が進んでいくと、台風、大雨、洪水、風などの災害も増えてきます。
その中で、停電した場合の対処についても考えなければなりません。
地震災害の場合は、いつ起こるかわからないので、これまでは働い
ている人が会社にいる場合も想定して電源の準備や食料の備蓄など
を行ってきましたが、風水害の場合は、多くの場合事前に予知する
ことができます。最近では鉄道を止めてしまったりしていますから、
災害が起こったときには家にいるケースが多いと考えられます。
災害時に本社が機能不全になってもクラウドコンピューティングの
ネットワークシステムさえ生きていれば仕事ができるので、その場
合の BCP は、住宅側で災害対策をしておくということが、生活を
守るだけではなく、ビジネスを継続させていく意味でも、今後は大
事になっていくのではないかと考えています。
これからの建築や住宅は、エネルギー、電気の受け手、顧客という
だけではなく、電力システムに積極的に協力していく主体になると
考えられます。スマートグリッドによってデマンドレスポンスで電
力システムの需要と供給に対して需要を変動させるといったこと
が全体としてまとまると、バーチャルパワープラントといわれる再

そのときに何が重要がというと、私はデザインではないかと考えま
す。
オランダの事例ですが、20 年以上前にできたとは思えないくらい、
太陽電池をいろいろと使っているのですが、太陽電池を使ったデザ
インを一生懸命考えていることが我々が学ぶべきところではないか
と思っています。

完成後十数年ぐらいに訪れたときには工事を行っていました。最近
の太陽電池の方が効率が高いので、取り換えた方がコスト的に有利
だということで、同じ色の太陽電池に取り換える工事を行っていま
した。使い続けるということです。

生可能エネルギーと建築群を統合した、一つの発電所のように、何
十万キロワットという電力需給を調整できるシステムを組むといっ
たことも考えられ、現実的に出てきています。
そうした研究が世界中で行われていますが、ここではアメリカのエ
ネルギー省で出されたレポートの話しを少し紹介したいと思いま
す。
それは Grid-Interactive Efficient Buildings という内容で、電力グリッ
ドへのサービスと居住者のニーズや好み、コストを最適化するエネ
ルギー効率の高いビルを GEBs と呼んでいます。
このシステムは、実際の建物内の家電や設備などの機器、センシン
グシステムなどを基にして建物ごとの最適化を行ったり、あるいは
地域全体で最適化を行い、それによって建物全体に対して電力グ
リッドに対するサービスを提供していきます。
そのときに、調整のための PV、EV、コジェネレーション、蓄電シ
ステム、蓄熱システム等を使った分散型電源と合わせて、電力系統
への貢献と居住者に対するサービスを両立させる、といったことを
行っています。
そのためにこうした様々な研究課題がある、ということが紹介され
ています。

５．その他脱炭素社会における住宅・建築の課題

最後に、これからの鍵は都市や街区ではないかということをお話し
します。
カーボンニュートラルを考える時に大事なのは、日本がどの分野で
貢献していくか、ということです。20 年前であれば、日本は太陽
光発電の分野で世界最大のシェアを持っていて、風力発電でも世界
をリードする技術を持っていました。ところが、現在では、これら
の分野は世界に追い越された状態です。グリーンリカバリーという
言葉があり、コロナ禍で傷ついている経済を復活させるためには、
脱炭素に向けた技術、設備を基軸に経済を盛り上げていかなければ
ならない、ということが世界中の合言葉になっています。そのとき
に、今、日本が貢献できる分野は何か？
私は建築や住宅、家電、設備、自動車ではないか、と考えています。
これらの集まった形が街、街区だと考えているので、VPP も含め街
区で脱炭素の姿を作り上げ、さらにそれを広げていく、普及させて
いくということが大事です。
住宅を普及させていくときには、皆さんよくご存じのようにエネル
ギー性能を語るだけでは売れません。例えば断熱住宅であれば、健
康性やそれに伴う医療費の面を消費者に理解してもらわなければ普
及しません。エネルギー消費の効率だけが書いてあるカタログは、
レストランのメニューのカロリー表のようなものになる可能性があ
ります。広義のデザインで家計に対して訴えていく必要があります。

住宅で大事なのは木材を使うということです。国連に届けている日
本の森林吸収量は 2013 年に 5166 万 t だったものが 2030 年の予測
が 2780 万 t に減ります。これはやはり木材利用が進んでいないた
めに森林が成熟してしまって CO2 を吸収しなくなっている。でき
るだけ木材利用を促進し、吸収能力の高いエリートツリーに入れ替
えていくことが大事だと思っています。

以上で私の話しを終わらせていただきます。ありがとうございまし
た。（終）


